
「軽井沢ｽｷｰﾂｱｰﾊﾞｽ事故を踏まえた安全確保 

に関する申し入れ」議事録確認締結！！ 
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事故の原因究明を労使で行い対策を講じること 

軽井沢ｽｷｰﾊﾞｽ事故対策検討委員会により明らかになった点を踏まえれば、運行管理、

社員教育、健康管理等、基本的な事柄を適切かつ確実に実施することが極めて重要であ

ると考えている。また、今回の事故原因が明らかになった際の必要な対策については適

切に実施していく考えである。今回の事故を重く受け止め、安全を最優先とし、重大事

故を起こすことのないよう、引き続き安全対策に注力していくとともに、貴側との議論

を深めていきたいと考えている。 

 

ﾊﾞｽ業界への新規参入を一旦中止して 

車両台数が 10 両以下の事業者に対する重点監査を行うように行政に働きかけること 

 特に貸切ﾊﾞｽ事業については、参入に際しての事業遂行能力を厳格に審査し、また、

監査とそれに基づく処分について事業の退出を含む厳正な制度とすべきであり、日本ﾊﾞ

ｽ協会を通じて、関係する行政等に働きかけていく。 

 

ﾊﾞｽ業界の人材不足の最大の要因である賃金・労働条件低下の現状を改善するために 

協議する検討会設置を行政および日本ﾊﾞｽ協会へ働きかけること 

人材不足には、大型二種免許保有者の減少、労働環境の変化等様々な理由が考えられ

るが、法令遵守状況等に基づく審査及び処分等の見直しや、貸切ﾊﾞｽにおける運賃制度

の厳守など、適正化と労働環境を含めた体質改善によりﾊﾞｽ事業の魅力を向上させ、人

材を確保すべきであると考えている。 

 

36 条協定の遵守を徹底させること 

従来より過労防止の観点より法令及び協約・協定等の関係する規則の重要性は十分に

認識して勤務指定及び変更等を行っているところであり、今後とも引き続き同様に実施

していくとともに、管理者等の知悉度を再度高めるよう取り組んでいく。 

 

安全ｺｽﾄを反映した貸切ﾊﾞｽの運賃にするために上限・下限運賃制度を遵守すること 

旅行会社やﾊﾞｽ会社との間に発生する手数料について上限を設定すること 

当社では届け出た幅運賃を確実に遵守しているとともに、現在当社が契約する旅行会

社等との手数料についても社会通念上相当であると考えられる 10％～13％としている。 
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貸切ﾊﾞｽ事業で JR ﾊﾞｽ関東から委託している貸切ﾊﾞｽ会社を明らかにすること 

相手会社の安全管理体制や乗務員への教育・訓練体制を熟知したうえで委託すること 

貸切事業における庸車先及び旅行業における手配先のﾊﾞｽ事業者は、過去の運行実績

や日本ﾊﾞｽ協会が実施している貸切ﾊﾞｽ事業者安全性評価を参考として在京大手数社へ

委託している他、お客さまの要望に応じた地方のﾊﾞｽ事業者へ委託する場合も安全性を

考慮して選定している。なお、庸車の際も再委託を禁止するなど、安全を担保する手段

を講じている。 
 

新型ﾊﾞｽの導入計画を明らかにすること 

成田空港線に使用する車両には内台車を設置すること 

高速線車両については、2015 年度から 2017 年度の３年間で 2006 年度以前に導入した

全ての車両を更新する計画であり、これによりﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｯｶｰ車を除く高速線ﾊｲﾃﾞｯｶｰ車両

の全てでﾒｰｶｰ標準の安全運転支援装置が搭載される予定である。なお、成田空港線に使

用する比率の高い東関東支店配置車両については、内台車を設置する方向で検討してい

る。 
 

ﾌｯﾄﾌﾞﾚｰｷが故障した場合の対策を教育・訓練に取り入れること 

異常時に車両を停車させる場合のﾏｷｼﾌﾞﾚｰｷの性能を明らかにし乗務員へ周知すること 

ｴﾝｼﾞﾝﾌﾞﾚｰｷや補助ﾌﾞﾚｰｷの活用によりﾌｯﾄﾌﾞﾚｰｷが十分機能するよう操作することが最

も重要であり、この点については、従前より訓練項目としている。また、ｴｱ漏れにより

ﾌｯﾄﾌﾞﾚｰｷが故障した場合はﾏｷｼﾌﾞﾚｰｷが自動的に作動する構造となっているが、構造上、

下り坂等でﾌｪｰﾄﾞ現象が発生した場合はﾏｷｼﾌﾞﾚｰｷも機能しなくなることから、こうした

点についても訓練をつうじて社員に周知徹底していく。 

 

転落を想定した被害軽減のために車体の強度を高めること 

事故等に際して乗客の被害を軽減するためには車体の強化も重要な要素であり、これ

までも前面強化の取り組みを実施してきた。一方で、車体強度のみならず、近年の車両

や支援装置等の制御技術の飛躍的な向上も含め、車両におけるあらゆる角度からの事故

防止対策、被害軽減が重要であると考えており、引き続きこうした方針でﾒｰｶｰに対して

要請等を行っていくとともに、また、購入に際しても総合的に勘案する 

こととしている。 
 

乗客へｼｰﾄﾍﾞﾙﾄの着用を周知徹底すること 

高速・貸切の全車両に３点式ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄを装備すること 

ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄの着用については従前より車内案内や肉声案内で周知しているところである

が、今回の事故を受け、案内内容の刷新により、お客さまへの注意喚起を行っていく。

３点式ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄについては、引き続きﾒｰｶｰに対して要請していく。 
 

緊急時自動停車装置の早期開発を行政へ働きかけること 

現行車両に搭載される衝突被害軽減ﾌﾞﾚｰｷの進化や完全停車機能については、安全担

保のためにも重要な要素であり、国の研究機関においても異常時緊急停車機能の研究が

なされている。こうした機能の実現に向けて、ﾊﾞｽ協会等をつうじて積極的に要請して

いく。 
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